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事 業 報 告

（2015年３月１日から
2016年２月29日まで）

　
1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度（2015年３月１日から2016年２月29日まで）におけるわが国経済

は、企業収益に改善がみられ、雇用環境の改善が続き、景気は緩やかな回復基調と

なりました。一方、中国をはじめとする新興国経済の減速などにより、企業収益の

悪化懸念が強まり、先行き不透明な状況が続きました。

　当アパレル・ファッション業界では、訪日外国人による購買の増加に加え、一部

の高額品を中心に売上が好調に推移したものの、衣料品に関する消費者の節約志向

は依然として根強く、また暖冬の影響により防寒衣料の販売が伸び悩むなど、全般

的に厳しい商況となりました。

　このような経営環境の中、当社グループは今期を最終年度とする「中期経営方針」

に基づき、小売ビジネスの拡大、Ｅコマースの積極展開を重点施策に掲げ取り組ん

でまいりました。

　当連結会計年度につきましては、ＧＭＳ、ショッピングセンター及びＥコマース

における販売は堅調に推移しましたが、主力販路である百貨店販売が苦戦したこと

により、売上高は前年同期に比べて減少しました。

　一方、原価低減、在庫評価損削減などによる売上高総利益率の改善に加え、販売

費及び一般管理費の削減に努めたことにより、営業利益、経常利益並びに当期純利

益は増加しました。

　以上により、当社グループの当連結会計年度の売上高は712億１千５百万円（前年

同期比1.4％減）、営業利益は５億８千６百万円（前年同期比80.9％増）、経常利益は

８億６千８百万円（前年同期比26.2％増）、当期純利益は５億５千８百万円（前年同

期は１億１千５百万円の当期純損失）となりました。

　
(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資総額は３億５千５百万円、

その主なものは、出店、売場設備の拡充及び改装を行ったものであります。

　
(3) 資金調達の状況

　該当する事項はございません。
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(4) 対処すべき課題

【中長期的な会社の経営戦略】

　当社グループは、“豊かな心になれるコトを提供することで、世界に価値を発信し

続けるグループ”となることを経営ビジョンとしており、誰の「豊かな心」をどの

ように実現するかの定義およびその状態目標を以下のとおりとしております。

　① 「お客様」へ向けて

　商品やサービスを通じ、期待を超える新しい価値を提供します。

　状態目標：お客様に提供する価値と接する機会（場所・方法・時間など）が拡

大し、ファンが増え続けている状態。

　② 「社会」へ向けて

　安定的かつ着実に事業を推進することで企業価値を高めるとともに、社会に

とっても価値を生み出す事業活動に取り組みます。

　状態目標：社会から付託された経営資源を有効に活用することにより、信頼さ

れ、期待され、応援され続けている状態。

　③ 「従業員」へ向けて

　チャレンジすることを評価し、個々の成長を促しながら多様な「人財」が活躍

できる環境を創出します。

　状態目標：従業員がやりがいを感じ、会社に貢献し、レナウングループの一員

であることを誇りに思い続けている状態。
　
【対処すべき課題】

　【中長期的な会社の経営戦略】に記載の通り、すべての人々の「豊かな心」の実

現に向け、以下の施策に取り組んで参ります。

　① 提供価値・提供手法の磨き上げによる持続的成長

　お客様のニーズや消費傾向、地域・エリアによるマーケット特性を的確に把握

し、より柔軟なチャネル戦略、出店戦略、販売戦略を推進するとともに、国内外

を問わずビジネスパートナーとのアライアンスやコラボレーション事業へも積極

的に取り組みます。

　② 収益性アップと社会的課題への取り組みによる企業価値向上

　事業運営の効率化、組織運営力の強化、強みを活かす経営資源の配分によって

収益性アップを図るとともに、事業活動による環境負荷の軽減やダイバーシティ

推進などの社会的課題への取り組みやコーポレートガバナンス・コードへの対応

を通じて、企業価値の向上を目指します。

　③ 持続的成長と企業価値向上に貢献する「人財」の確保と育成

　チャレンジすることを評価し、多様な「人財」がともに成長することを促進し、

従業員一人ひとりがやりがいと誇りを感じることのできる環境づくりを行います。

　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご愛顧とお引き立てを賜りますよう心

からお願い申しあげます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

　 (企業集団の財産及び損益の状況の推移)

区 分
第９期

(2013年２月期)
第10期

(2014年２月期)
第11期

(2015年２月期)
第12期

(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 76,194 75,863 72,205 71,215

経 常 損 益(百万円) △314 261 688 868

当 期 純 損 益(百万円) 483 △164 △115 558

１株当たり当期純損益(円) 5.98 △1.92 △1.14 5.52

総 資 産(百万円) 37,897 41,386 43,252 41,744

純 資 産(百万円) 22,634 25,116 25,500 24,726

１株当たり純資産額(円) 279.81 248.21 252.01 244.42

(注) 1. 単位百万円の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. １株当たり当期純損益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）に基づき

算出しております。
3. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）に基づき算出し

ております。

　 (事業報告作成会社の財産及び損益の状況の推移)

区 分
第９期

(2013年２月期)
第10期

(2014年２月期)
第11期

(2015年２月期)
第12期

(当事業年度)

売 上 高(百万円) 54,411 54,943 52,982 51,873

経 常 損 益(百万円) △752 428 723 564

当 期 純 損 益(百万円) 293 △503 68 172

１株当たり当期純損益(円) 3.64 △5.89 0.68 1.70

総 資 産(百万円) 33,965 37,268 39,515 37,482

純 資 産(百万円) 21,707 23,603 24,465 23,288

１株当たり純資産額(円) 268.68 233.36 241.90 230.27

(注) 1. 単位百万円の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. １株当たり当期純損益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）に基づき

算出しております。
3. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）に基づき算出し

ております。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　① 親会社との関係

会 社 名 資 本 金 当社への議決権比率 主要な事業内容

山東如意科技集団有限公司 19,287万元 33.11％ 繊維製品製造販売

済 寧 如 意 投 資 有 限 公 司 1,200万元
53.33％

（33.11％)
投資及び資産管理

(注) 1. 当社への議決権比率欄の( )内は、間接所有する議決権の比率を内数で記載しております。
2. 済寧如意投資有限公司及び山東如意科技集団有限公司の間において、済寧如意投資有限公司

が直接保有する当社の株式に係る議決権の行使を山東如意科技集団有限公司に委任する旨の
議決権行使委任契約が締結されております。

　

　② 親会社等との間の取引に関する事項

　 (イ) 当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

当社は、当社の親会社である山東如意科技集団有限公司との間で製品・原料

の取引、当社と山東如意科技集団有限公司の合弁会社である北京瑞納如意時尚

商貿有限公司との間で商標使用許諾の取引、山東如意科技集団有限公司の子会

社である恒成国際発展有限公司との間で原料の取引を実施しております。当社

は、当該取引を行うに当たり、親会社等の影響を受け不当に有利な取引を行う

ことがないように、取引条件が第三者との通常の取引と著しく相違しないこと

等に留意し、公正かつ適正に決定しております。

　 (ロ) 当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びそ

の理由

当社取締役会は、取引条件の妥当性等について、十分に審議した上で、当該

取引が当社の利益を害するものでないと判断しております。なお、当社取締役

会においては、親会社からの独立性確保の観点も踏まえ、独立社外取締役や独

立社外監査役からも当社経営に対する適切な意見を得ながら多面的な議論を経

ております。

　 (ハ) 取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見

該当する事項はございません。

　

　③ 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

㈱ レ ナ ウ ン イ ン ク ス 300百万円 100.0％ 繊維製品製造販売

㈱REDUインターフェイス 30百万円 100.0％ 繊 維 製 品 販 売

　④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　 該当する事項はございません。
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(7) 主要な事業内容

　当社グループは、紳士及び婦人衣服の企画・生産・販売を行っております。主な

販売先は、全国の百貨店、ＧＭＳ、ショッピングセンター、チェーンストア、専門

店等であります。

　取扱品目は、スーツ、コート、ジャケット、パンツ、スカート、シャツ、ブラウ

ス、セーター等であります。

　
(8) 主要な営業所及び工場

当社 ㈱ レ ナ ウ ン

本 社 東 京 都 江 東 区

大 阪 オ フ ィ ス 大 阪 府 大 阪 市

福 岡 オ フ ィ ス 福 岡 県 福 岡 市

子会社

㈱ REDU イ ン タ ー フ ェ イ ス 本 社 東 京 都 大 田 区

㈱ レ ナ ウ ン イ ン ク ス
本 社 東 京 都 江 東 区

工 場 福島県いわき市

㈱ ア ズ ー ル 本 社 ・ 工 場 福 島 県 耶 麻 郡

ブ レ ー ド ブ レ ー ㈱ 本 社 ・ 工 場 福 島 県 白 河 市

㈱ダーバン宮崎ソーイング 本 社 ・ 工 場 宮 崎 県 日 南 市

(9) 従業員の状況

　① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数

1,247名 24名減

(注) 1. 当連結会計年度末日の従業員数を記載しております。
2. 上記従業員数には、嘱託（3,544名）、臨時従業員（期中平均雇用人員554名）は含んでおりま

せん。
　
　② 事業報告作成会社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数

554名 9名増

(注) 1. 当事業年度末日の従業員数を記載しております。
2. 上記従業員数には、嘱託（3,302名）、臨時従業員（期中平均雇用人員319名）は含んでおりま

せん。
　
(10) 主要な借入先

　該当する事項はございません。
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 320,000,000株

(2) 発行済株式の総数 101,307,449株（自己株式172,456株を含む)

(3) 株 主 数 62,435名

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持株比率

百株 ％

ＳＨＡＮＤＯＮＧ ＲＵＹＩ ＳＣＩＥＮＣＥ ＆ ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ ＧＲＯＵＰ ＣＯ.,ＬＴＤ. 333,333 32.96

ＪＩＮＩＮＧ ＲＵＹＩ ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴ ＣＯ.,ＬＴＤ. 203,596 20.13

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 17,855 1.77

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 7,213 0.71

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口６） 5,803 0.57

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 5,770 0.57

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口３） 5,705 0.56

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,380 0.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２） 5,199 0.51

大 和 証 券 株 式 会 社 5,008 0.50

(注) 1. 記載持株数は、百株未満を切り捨てて表示しております。
2. 持株比率は自己株式（172,456株）を控除して計算しております。

このほか、株主名簿上は㈱レナウン名義となっていますが実質的に所有していない株式が100
株あります。

3. 大株主のSHANDONG RUYI SCIENCE & TECHNOLOGY GROUP CO.,LTD.は、漢字表記では山東如意科
技集団有限公司であります。

4. 大株主のJINING RUYI INVESTMENT CO.,LTD.は、漢字表記では済寧如意投資有限公司でありま
す。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当する事項はございません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

　該当する事項はございません。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2016年２月29日現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

北 畑 稔
取締役社長執行役員（代表取締
役）

神 保 佳 幸
取締役上席執行役員（経営統括部
長)

北京瑞納如意時尚商貿有限公司董事

毛 利 憲 司
取締役上席執行役員（事業推進統
括部長兼営業戦略統括部長）

バ イ ウ ェ ン フ ェ ン

白 文 会 取締役上席執行役員
済寧如意投資有限公司副総裁
山東如意科技集団有限公司副総裁

チ ウ ヤ ー フ

邱 亜 夫 取締役
済寧如意投資有限公司董事長
山東如意科技集団有限公司董事長

ス ン ウ ェ イ イ ン

孫 衛 嬰 取締役
済寧如意投資有限公司董事兼執行総裁
山東如意科技集団有限公司副董事長兼執行総裁
北京瑞納如意時尚商貿有限公司董事

チ ウ チ ェ ン ラ ン

邱 晨 冉 取締役
山東如意科技集団有限公司副総裁
香港ＴＭＣ（アジア）有限公司総経理
北京瑞納如意時尚商貿有限公司董事長

ワ ン イ ェ ン

王 燕 取締役
済寧如意投資有限公司董事兼副董事長
山東如意科技集団有限公司董事兼執行総裁

板 谷 敏 正 取締役
プロパティデータバンク㈱代表取締役社長
芝浦工業大学大学院理工学研究科客員教授
早稲田大学理工学研究所招聘研究員

木 所 弘 常勤監査役

吾 妻 望 監査役
東京八丁堀法律事務所パートナー
早稲田大学法学学術院客員教授

紙 野 愛 健 監査役

青山アクセス税理士法人代表社員
㈱フード・プラネット（2015年11月 ㈱アジェ
ットから商号変更）社外監査役
㈱エナリス社外監査役
㈱Ｎｏ．１社外監査役

(注) 1. 2015年５月28日開催の第11回定時株主総会において、毛利憲司氏及び板谷敏正氏が取締役に
新たに選任され就任いたしました。

2. 取締役板谷敏正氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
3. 監査役吾妻望氏及び紙野愛健氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
4. 監査役紙野愛健氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務、会計及び税務に関

する相当程度の見識を有するものであります。
5. 当社は、取締役板谷敏正氏、監査役吾妻望氏及び紙野愛健氏を東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
6. 済寧如意投資有限公司及び山東如意科技集団有限公司は、当社の親会社であります。当社は、

両社との間で2013年４月12日付で資本業務提携契約を締結しております。なお、山東如意科
技集団有限公司の事業であるアパレルの製造、販売等は、当社の事業と競業関係にあります。

7. 北京瑞納如意時尚商貿有限公司は、当社と山東如意科技集団有限公司の合弁会社であります。
なお、同社の事業であるアパレルの製造、販売等は、当社の事業と競業関係にあります。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

　 取締役 ７名 41百万円（うち社外 ２名 ４百万円）

　 監査役 ３名 16百万円（うち社外 ２名 ７百万円）

(注) 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 上記の取締役の支給人員には、2015年５月28日開催の第11回定時株主総会の終結の時をもっ

て退任した取締役２名（うち社外取締役１名）を含んでおります。
3. 当事業年度末日時点の取締役９名のうち、４名については報酬を支払っておりません。
4. 上記報酬等の額のほか、使用人兼務取締役３名に対し使用人分給与相当として17百万円を支

給しております。
　
(3) 社外役員に関する事項

　① 取締役に関する事項

　 (イ) 他の法人等の業務執行者との兼職状況

　板谷敏正氏は、プロパティデータバンク㈱代表取締役社長兼芝浦工業大学大

学院理工学研究科客員教授兼早稲田大学理工学研究所招聘研究員であります。

なお、プロパティデータバンク㈱、芝浦工業大学及び早稲田大学と当社との間

には、特別な関係はございません。

　 (ロ) 他の法人等の社外役員との兼職状況

　該当する事項はございません。

　 (ハ) 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるも

のを除く。）との親族関係

　該当する事項はございません。
　② 監査役に関する事項

　 (イ) 他の法人等の業務執行者との兼職状況

　吾妻望氏は、東京八丁堀法律事務所パートナー兼早稲田大学法学学術院客員

教授であります。なお、東京八丁堀法律事務所及び早稲田大学と当社との間に

は、特別な関係はございません。

　紙野愛健氏は、青山アクセス税理士法人代表社員であります。なお、青山ア

クセス税理士法人と当社との間には、特別な関係はございません。

　 (ロ) 他の法人等の社外役員との兼職状況

　紙野愛健氏は、㈱フード・プラネット社外監査役兼㈱エナリス社外監査役兼

㈱Ｎｏ．１社外監査役であります。なお、㈱フード・プラネット、㈱エナリス

及び㈱Ｎｏ．１と当社との間には、特別な関係はございません。

　 (ハ) 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるも

のを除く。）との親族関係

　該当する事項はございません。
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　③ 事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 板 谷 敏 正
就任後開催の取締役会11回のうち11回全てに出席し、主に企業経営者の経
験やＩＴ戦略に関する専門知識、見識から、必要に応じ発言を行っており
ます。

社外監査役

吾 妻 望
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回全て、及び監査役会13回のうち
13回全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地から、必要に応じ発言
を行っております。

紙 野 愛 健
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回全て、及び監査役会13回のうち
13回全てに出席し、主に公認会計士、税理士としての専門的見地から、必
要に応じ発言を行っております。

④ 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役のいず

れも法令が規定する最低責任限度額としております。

⑤ 当社の親会社等又は当該親会社等の子会社等（当社を除く。）から当事業年度に

おいて役員として受けた報酬等の額

　該当する事項はございません。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

　新日本有限責任監査法人

　
(2) 責任限定契約の内容の概要

　該当する事項はございません。

　
(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区 分 名 称
当事業年度に係る報酬等の額 当社及び当社子会社が支払う

べき金銭その他の財産上の利
益の合計額監査業務 非監査業務

会計監査人 新日本有限責任監査法人 55百万円 0百万円 55百万円

(注) 1. 当社監査役会は、会計監査人から当事業年度の監査計画の内容について説明を受け、前年度
の監査計画と実績を踏まえ、報酬見積りの算定根拠について、確認し、検討した結果、その
内容は適切、妥当であると判断したため、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 記載金額は、消費税込みであり、百万円未満を切り捨てて表示しております。
3. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融

商品取引法上の監査に対する報酬等の額などを区分しておらず、かつ、実質的にも区分でき
ないことから、監査業務に係る報酬等の額についてはこれらの合計額を記載しております。

　
(4) 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非

監査業務）である以下の業務を委託し、対価を支払っております。

　・第三者への売上報告に関する証明業務

　
(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議

案の内容を決定します。

　また、当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当

すると判断した場合には、監査役全員の同意により、会計監査人を解任します。こ

の場合、解任後最初に招集される株主総会において、解任した旨及びその理由を報

告します。

　
(6) 会計監査人が受けた過去２年間の業務停止処分

　金融庁が2015年12月22日付で発表した懲戒処分の内容の概要

　① 処分対象

　新日本有限責任監査法人

　② 処分内容

　2016年１月１日から2016年３月31日までの３ヶ月間の契約の新規の締結に関す

る業務の停止

　③ 処分理由

　・社員の過失による虚偽証明

　・監査法人の運営が著しく不当
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6. 会社の体制及び方針

　当社は、企業理念を『新しさへ立ち向かうチャレンジ精神を常に持ち続け、ファ

ッションを通じてお客様の新鮮で心豊かなライフスタイルの創造に貢献する「感性

創造企業」を目指していきます。』と定め、これを実現するための行動規範及び行動

指針を以下のとおりとしております。

　 ＜行動規範＞

　 誠実で信頼される行動をとろう

　 －お客さまに

　 －取引先に

　 －社会に

　 －社員お互いに

　 ＜行動指針＞

レナウングループの役員及び従業員は業務遂行にあたり、法と規則を守り、

企業理念に従い、商品の品質にこだわり、公正な取引を行い、誠実で信頼さ

れる行動をとります。

　

(1) 業務の適正を確保するための体制

　① 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　既に当社は、当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」と

いう。）の「行動規範」及び「行動指針」を上記のとおり策定しており、その徹底

を図るため、コンプライアンス委員会によるコンプライアンスの取り組みを横断

的に法務担当部門が統括することとし、同部門を中心に当社グループの取締役・

使用人教育等を行う。内部監査担当部門は、法務担当部門と連携の上、コンプラ

イアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に当社の取締役会及び監査役

会に報告されるものとする。法令上疑義のある行動等について当社グループの使

用人が直接情報提供を行う手段として、既に実施している内部通報制度であるス

ピークアウト制度を活用する。

　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　経営意思決定に係る議事録・財務情報等の重要文書・情報の保存・管理につき

定め、関連資料と共に保存・管理する。

　③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　経営企画担当部門がリスクマネジメント規程及びリスク管理マニュアルの策定

にあたり、同規程及び同マニュアルにおいて、当社グループ全体のリスクを網羅

的・総括的に管理し、リスク管理体制を明確化する。内部監査担当部門が各部署

毎のリスク管理の状況を監査する。当社の取締役社長を委員長とするリスクマネ

ジメント委員会を設置し、内部監査担当部門による監査の結果を報告し、全社的

リスク管理の進捗状況のレビューを実施する。この結果は当社の取締役会及び監

査役会に報告される。

　④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(イ)当社グループの企業価値向上のための成長戦略として策定された、中期経営

方針に基づき目標達成のために業務を遂行し、その進捗状況の管理は経営企画
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担当部門にて行うこととする。

(ロ)当社の取締役会を月に１回定時に開催するほか、適宜開催するものとし、会

社法等が求める専決事項、その他重要事項、経営方針等に関する意思決定を行

う。

(ハ)当社の業務執行を行う取締役は、原則隔週で開催される上席執行役員会及び

その他の主要会議に出席し、それぞれの会議における議題を慎重に審議するこ

とにより、取締役会における意思決定が充実し、かつ円滑に行われるよう努め

る。

⑤ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保

するための体制

(イ)当社グループに関しては、経営企画担当部門が、リスク管理体制を構築し、

管理する。また、内部監査担当部門はこれらを横断的に監査する。

(ロ)関係会社管理規程において、当社グループの子会社が当社に対してりん議・

報告しなければならない事項などを定め、経営企画担当部門が管理する。

⑥ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項

　監査役は、内部監査担当部門所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令する

ことができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその

命令に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。

　なお、これ以外に補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、その要望

に基づき協議の上対応し、その補助人の人事異動については監査役会の意見を尊

重するものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する体制及び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを

受けないことを確保するための体制

(イ)当社グループの取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて会社の業務執行

状況を報告する。

(ロ)当社の取締役は、監査役に対して、法定の事項に加え、次の事項を遅滞なく

報告する。

(a) 当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実又は法令・定款に違

反する行為を知ったときの当該事実

(b) 重要な情報開示事項

(ハ)監査役に対して報告した当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告

をしたことを理由として当社グループが不利益な取扱いをすることを禁止し、

その旨を周知する。

⑧ 監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の遂行について生ずる費用の前払いなどの請求をしたときは、

担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が必要でないと認めら

れた場合を除き、速やかに処理する。
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　⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に

基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムの構築を

行う。また、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を

行うこととする。

　⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループは、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関

係を持たない。不当要求等の介入に対しては、警察等関連機関と緊密に連携し、

関係部署が協力して組織的に対応し、利益の供与は絶対行わない。

　⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

　

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

① コンプライアンス

　イントラネットを活用したコンプライアンスに関する事項の周知や研修の実施

等により、コンプライアンスに対する意識向上を図りました。また、法令上疑義

のある行動等に関する内部通報の手段としてのスピークアウト制度を、引き続き

運用しました。

② リスクマネジメント

　リスクマネジメント委員会において当社グループを取り巻くリスクを洗い出し、

評価し、対応計画を決定し、その対応状況についてモニタリングを実施いたしま

した。また、リスクマネジメント委員会の内容は、定期的に取締役会に報告しま

した。

③ 取締役の職務執行

　取締役の職務が効率的に行えるように、取締役会を月に1回定時に開催するほか

必要に応じて臨時取締役会を開催し、会社法等が求める専決事項、その他の重要

事項、経営方針などを決定しました。また、意思決定に係る重要文書や情報、な

らびに議事録を保存・管理しました。

　

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

方針については特に定めておりません。

　

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、定款に、会社法第459条第１項に基づき、剰余金の配当等を取締役会の決

議により行う旨の定めを設けておりませんので、該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2016年２月29日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 35,217 流 動 負 債 9,972
現 金 及 び 預 金 10,353 支払手形及び買掛金 5,186
受取手形及び売掛金 14,801 短 期 借 入 金 85
有 価 証 券 92 未 払 費 用 2,730
商 品 及 び 製 品 6,526 未 払 法 人 税 等 288
仕 掛 品 509 返 品 調 整 引 当 金 559
原材料及び貯蔵品 499 賞 与 引 当 金 89
そ の 他 2,509 そ の 他 1,032
貸 倒 引 当 金 △75

固 定 資 産 6,526 固 定 負 債 7,045
有形固定資産 2,471 繰 延 税 金 負 債 3
建 物 及 び 構 築 物 776 退職給付に係る負債 6,056
機械装置及び運搬具 252 役員退職慰労引当金 35
土 地 975 資 産 除 去 債 務 90
そ の 他 467 そ の 他 859

無形固定資産
そ の 他

750
750 負 債 合 計 17,017

投資その他の資産 3,304
投 資 有 価 証 券 493 (純 資 産 の 部)
出 資 金 282 株 主 資 本 25,326
長 期 貸 付 金 127 資 本 金 18,471
差 入 保 証 金 2,289 資 本 剰 余 金 23,257
繰 延 税 金 資 産 15 利 益 剰 余 金 △16,274
そ の 他 154 自 己 株 式 △127
貸 倒 引 当 金 △58 その他の包括利益累計額 △606

その他有価証券評価差額金 △180
繰延ヘッジ損益 △518
為替換算調整勘定 386
退職給付に係る調整累計額 △293

少数株主持分 6

純 資 産 合 計 24,726
資 産 合 計 41,744 負債及び純資産合計 41,744

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自 2015年３月１日
至 2016年２月29日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 71,215

売 上 原 価 39,317

売 上 総 利 益 31,897

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 31,310

営 業 利 益 586

営 業 外 収 益 507

受 取 利 息 及 び 配 当 金 36

そ の 他 470

営 業 外 費 用 225

支 払 利 息 15

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 6

退 職 給 付 費 用 122

そ の 他 80

経 常 利 益 868

特 別 利 益 11

固 定 資 産 売 却 益 11

特 別 損 失 60

減 損 損 失 20

事 業 撤 退 損 24

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 14

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 820

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 268

法 人 税 等 調 整 額 △0

少数株主損益調整前当期純利益 552

少 数 株 主 損 失 5

当 期 純 利 益 558

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 2015年３月１日
至 2016年２月29日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 18,471 23,257 △16,475 △126 25,126

会計方針の変更による累積的影響額 △357 △357

会計方針の変更を反映した当期首残高 18,471 23,257 △16,832 △126 24,768

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 558 558

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 558 △0 557

当 期 末 残 高 18,471 23,257 △16,274 △127 25,326

(単位：百万円)

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 ― 326 446 △410 361 12 25,500

会計方針の変更による累積的影響額 △357

会計方針の変更を反映した当期首残高 ― 326 446 △410 361 12 25,142

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 558

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△180 △845 △60 117 △968 △5 △974

当 期 変 動 額 合 計 △180 △845 △60 117 △968 △5 △416

当 期 末 残 高 △180 △518 386 △293 △606 6 24,726

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2016年２月29日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 30,938 流 動 負 債 9,059
現 金 及 び 預 金 6,166 支 払 手 形 2,474
受 取 手 形 788 買 掛 金 2,024
売 掛 金 13,450 未 払 金 757
商 品 及 び 製 品 5,524 未 払 費 用 2,300
仕 掛 品 242 未 払 法 人 税 等 161
原材料及び貯蔵品 326 未 払 消 費 税 等 229
前 渡 金 1,916 預 り 金 132
前 払 費 用 110 返 品 調 整 引 当 金 428
未 収 入 金 1,301 賞 与 引 当 金 60
短 期 貸 付 金 3,457 そ の 他 490
そ の 他 65
貸 倒 引 当 金 △2,411

固 定 負 債 5,134
繰 延 税 金 負 債 3

固 定 資 産 6,543 退 職 給 付 引 当 金 4,272
有形固定資産 1,658 資 産 除 去 債 務 69
建 物 485 リ ー ス 債 務 100
構 築 物 28 長 期 預 り 保 証 金 658
機 械 装 置 5 そ の 他 28
工 具 器 具 備 品 237
土 地 863 負 債 合 計 14,193
リ ー ス 資 産 37

無形固定資産 620 (純 資 産 の 部)
商 標 権 61 株 主 資 本 23,988
ソ フ ト ウ エ ア 485 資 本 金 18,471
リ ー ス 資 産 57 資 本 剰 余 金 23,257
そ の 他 16 資 本 準 備 金 7,217

投資その他の資産 4,264 その他資本剰余金 16,040
投 資 有 価 証 券 331 利 益 剰 余 金 △17,612
関 係 会 社 株 式 725 その他利益剰余金 △17,612
関 係 会 社 出 資 金 698 繰越利益剰余金 △17,612
長 期 貸 付 金 305 自 己 株 式 △127
差 入 保 証 金 2,134 評価・換算差額等 △699
そ の 他 127 その他有価証券評価差額金 △180
貸 倒 引 当 金 △58 繰延ヘッジ損益 △518

純 資 産 合 計 23,288
資 産 合 計 37,482 負債及び純資産合計 37,482

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自 2015年３月１日
至 2016年２月29日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 51,873

売 上 原 価 26,860

売 上 総 利 益 25,012

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 24,683

営 業 利 益 329

営 業 外 収 益 921

受 取 利 息 及 び 配 当 金 123

そ の 他 797

営 業 外 費 用 685

支 払 利 息 9

退 職 給 付 費 用 115

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 454

そ の 他 106

経 常 利 益 564

特 別 利 益 11

固 定 資 産 売 却 益 11

特 別 損 失 303

減 損 損 失 3

関 係 会 社 株 式 評 価 損 299

税 引 前 当 期 純 利 益 272

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 102

法 人 税 等 調 整 額 △1

当 期 純 利 益 172

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自 2015年３月１日
至 2016年２月29日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 18,471 7,217 16,040 23,257 △17,462 △17,462 △126 24,139

会計方針の変更による累積的影響額 △322 △322 △322

会計方針の変更を反映した当期首残高 18,471 7,217 16,040 23,257 △17,785 △17,785 △126 23,816

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 172 172 172

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 172 172 △0 171

当 期 末 残 高 18,471 7,217 16,040 23,257 △17,612 △17,612 △127 23,988

(単位：百万円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 ― 326 326 24,465

　会計方針の変更による累積的影響額 △322

会計方針の変更を反映した当期首残高 ― 326 326 24,143

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 172

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△180 △845 △1,026 △1,026

当 期 変 動 額 合 計 △180 △845 △1,026 △854

当 期 末 残 高 △180 △518 △699 23,288

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

2016年４月12日
株式会社レナウン

　 取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 永 澤 宏 一 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 安 永 千 尋 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社レナウンの2015年３月１日
から2016年２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社レナウン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

2016年４月12日
株式会社レナウン

　 取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 永 澤 宏 一 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 安 永 千 尋 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社レナウンの2015年３
月１日から2016年２月29日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年３月１日から平成28年２月29日までの第12期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査

役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、当期の監査方針、職務分担等の監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、職務分担等の監査計画に従い、取締

役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の

方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし

ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式

会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第

１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の

遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認め

られません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり、当社の利益を害さないように

留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指

摘すべき事項は認められません。

　(2) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年４月14日

株式会社レナウン監査役会

監査役 (常勤) 木 所 弘 ㊞

監査役 (非常勤) 吾 妻 望 ㊞

監査役 (非常勤) 紙 野 愛 健 ㊞
(注) 監査役（非常勤）吾妻望及び監査役（非常勤）紙野愛健は、会社法第２条第16号及び第

335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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